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Ⅰ はじめに
少年法は、非行少年の「健全育成」を目的とするシステムとして、刑事司法シ
ステムとは異なるシステムを構築した。それは少年保護司法システムと呼ばれる
もので、「公共の福祉」よりも、非行少年の「個人の福祉」を優先的に追求する
システムである（少年法第１条参照）。
例えば、犯罪少年・触法少年・虞犯少年という非行少年の三類型のうち犯罪少
年に対しては、公開の裁判所での審判のもとに刑罰を科すことも可能であるが、
少年法は犯罪少年の「健全育成」を図るために「刑罰」に代えて「保護処分」を
優先する（少年法第20条参照）。
また、保護処分の決定は刑事裁判所とは異なる家庭裁判所が行うが、その「少
年保護審判」は、それ自体が非行少年の健全育成・保護のプロセスであると理解
され、審判は非公開とされる（少年法第22条第２項）。このため、犯罪被害者等は
審判を傍聴することすら許されなかった。
このように、犯罪被害者とその家族（以下、犯罪被害者等という）は、刑事司法
システムにおいてばかりでなく、少年保護司法システムにおいても長い間忘れ去
られた存在であった。
そのあり方に変更が加えられたのは、2000年の少年法改正以降の10年間のこと
である。この傾向に拍車をかけたのは、2004年に制定された犯罪被害者等基本法
と、それに基づいて政府が立案した「犯罪被害者等基本計画」である。これによ
り、いまや犯罪被害者等に対する配慮は少年保護司法システムの審判段階のみな
らず、保護処分の執行段階にも向けられるようになっている。
本報告では、こうした少年保護司法システムにおいて実現をみた犯罪被害者等
に対する様々な配慮措置について概略を説明し、最後に本報告のまとめとしてこ
れらの措置の問題点を簡単に指摘したい。
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Ⅱ 少年保護司法システムにおける犯罪被害者等への配慮措置
（１）審判段階
１）2000年少年法改正
2000年の少年法改正では、以下の三つの措置が新設された。
①犯罪被害者等による審判記録の閲覧及び謄写（少年法第５条の２）
改正前の少年審判規則第７条第１項により、家庭裁判所の許可を受けた場
合には、保護事件の記録の閲覧・謄写が認められていたが、犯罪被害者等が
閲覧・謄写を要求しやすくなることを期待して法律で明確に規定されること
になった。
②家庭裁判所・家庭裁判所調査官による犯罪被害者等の意見の聴取（同第９
条の２）
犯罪被害者等に対して、被害に関する心情その他事件に関して意見を述べ
る機会を一定の範囲で保障するものである。これにより、少年に被害者等の
心情や意見を認識させることが可能となり、少年の内省を促すことによって
その改善更生に資することも期待される。
③犯罪被害者等に対する審判の決定内容の通知（同第31条の２）
少年保護審判は非公開で行われるために、犯罪被害者等は審判の結果につ
いて十分な情報を得ることができなかったが、「通知制度」の導入により、
不十分ながらも、一定の情報を入手することが可能となった。
しかしながら、これらの措置はいずれも被害者等の権利として認められている
わけではない。犯罪被害者等からの申し出を受けた家庭裁判所の裁量により、許
可・不許可が決定される。特に、非行少年の健全育成理念に抵触する恐れがある
場合には認められないこともありうる。
なお、2005年に策定された「犯罪被害者等基本計画」では、2000年の少年法等
の一部を改正する法律附則第３条により、同法施行後５年を経過した場合に行う
検討において、少年審判の傍聴の可否を含め、犯罪被害者等の意見・要望を踏ま
えた検討を行い、その結論に従った施策を実施することを法務省に求めており、
これを受けて2008年の少年法改正において、審判記録の閲覧・謄写の対象とされ
る「審判記録の範囲」が広げられた。
すなわち、2000年の改正時には審判記録の閲覧・謄写は「犯罪少年に係わる保
護事件」についてのみが認められていたが、2008年少年法改正によりその対象は
「触法少年に係わる保護事件」にも及ぶこととなった。さらに、2000年改正では
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閲覧・謄写の対象とされる記録は、保護事件の記録のうち、犯行の動機、態様及
びその結果その他当該犯罪に密接に関連する重要な事実を含む非行事実に係る部
分とされていたが、2008年改正では、少年の身上に関する供述調書や審判調書、
少年の生活状況に関するその保護者の供述調書等も閲覧・謄写の対象とされるこ
とになった。
最後に、2000年に制定された改正少年法が施行された2001年４月１日から2006
年３月31日までの５年間において、実際に閲覧・謄写、意見聴取、結果等の通知
を申し出た人数、およびそれに対する裁判所の決定内容をみておこう。最高裁判
所事務総局家庭局の報告によれば、以下のとおりである。
閲覧・謄写 意見聴取 結果等通知
申出人数 2880 825 3180
許可 2836 791 3153
不許可 44 34 27
２）2008年少年法改正
①犯罪被害者等の少年保護審判の傍聴（少年法第22条の４・第22条の５）
既に指摘した通り、2005年に策定された「犯罪被害者等基本計画」におい
て、少年審判の傍聴の可否の検討が求められていたことが、2008年の少年法
改正によって当該制度が導入される運びとなった。
家庭裁判所は、一定の重大事件の被害者等から申出がある場合には、少年
の年齢や心身の状態等の事情を考慮して、少年の健全な育成を妨げるおそれ
がなく相当と認めるときは、少年審判の傍聴を許すことが可能となった。こ
こでいう重大事件とは、犯罪少年に係る事件または触法少年に係る事件（但
し、12歳未満の触法少年は除く。）であって、故意の犯罪行為により被害者を
死傷させた罪または刑法第211条の自動車運転過失致死傷等の罪である（但
し、いずれの罪においても、被害者を傷害した場合については、傷害により被害者
の生命に重大な危険を生じさせたときに限られる。）。
なお、家庭裁判所が被害者等による傍聴を許すには、予め弁護士である付
添人の意見を聴かなければならず、また少年に弁護士である付添人がないと
きは、少年及び保護者がこれを必要としない旨の意思を明示したときを除
き、弁護士である付添人を付さなければならないとされている。さらに、裁
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判長は、傍聴する被害者等の座席の位置、職員の配置等を定めるに当たって
は、少年の心身に及ぼす影響に配慮しなければならない。
このように、犯罪被害者等に対し傍聴を認める一方で、非行少年の健全育
成という面からの配慮も忘れてはいない。
② 犯罪被害者等に対する審判状況の説明（少年法第22条の６）
審判の状況に関して十分な情報を得たいという犯罪被害者等の要望に応え
るべく、犯罪被害者等から申出がある場合には、家庭裁判所は少年の健全な
育成を妨げるおそれがなく相当と認めるときに、審判期日における審判の状
況を説明することができるようになった。
少年保護審判における犯罪被害者等の傍聴制度は2008年12月15日から実施され
ることになったが、この制度の導入により少年保護審判がどのような影響を受け
ることになるか、その検証が待たれるところである。
（２）保護処分の執行段階
A）矯正段階
少年院での矯正教育の出発点は、自らの非行行動が他人に及ぼした影響等に関
する内省を深めることである（なお、少年法第22条第１項参照）。このような観点
に立ち、少年院では従来から在院者に反省を求める指導が様々な処遇場面におい
て行われてきたとされる。
しかし、「被害者の視点を取り入れた教育」の体系的実施にとって大きな契機
となったのは、1997年の神戸連続児童殺傷事件である。これにより、「生活訓練
課程 G3」が処遇課程の一つとして新設されることになった。
G3では、「非行の重大性等により、少年の持つ問題性が極めて複雑・深刻であ
るため、その矯正と社会復帰を図る上で特別の処遇を必要とする者」を対象とし
て、非行の重大性を深く認識させ、罪の意識の覚せいを図ること、被害者及びそ
の家族等に謝罪する意識をかん養すること等を目標として教育が行われる。この
G3の導入以降は、その他の在院者に対しても、被害者の苦痛や心情に対する理
解を深めさせるための指導が一層強化されるようになり、現在では、これらの指
導は「被害者の視点を取り入れた教育」として体系的に実施されるに至ってい
る。
指導方法には、課題作文作成・個別面接・役割交換書簡法・VTR視聴・読書
指導・講義・講話・内省などがあるということであるが、ここではそのいくつか
を紹介しておこう。
①被害者感情を理解するために、「ナラティヴ」と名付けられたオリジナル
ビデオ教材を利用した視聴覚教育
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②役割交換書簡法（ロールレタリング）
被害者の気持ちを考えさせるために、少年に被害者の立場に立った手紙を
書かせ、被害者の気持ちになって考えさせる。次に、その返事を書かせ、謝
罪する気持ちを深めさせる。これを数回繰り返してより反省を深め、自らの
非行事実と向き合わせる。
③犯罪被害者等や支援団体のメンバーから被収容者に対し直接講話する「ゲ
ストスピーカー制度」
B）更生保護段階
戦後犯罪者予防更生法と執行猶予者保護観察法という二つの法律によって保護
観察は実施されてきたが、これらが2007年に一本化され、更生保護法が制定され
た。これを契機に、保護観察の場面においても犯罪被害者に配慮する規定が新設
されるようになった。
①仮退院審理における犯罪被害者等の意見聴取制度（更生保護法第42条、第38
条）
2005年の「犯罪被害者等基本計画」では、犯罪被害者等の意見を踏まえた
仮釈放審理に関し２年以内を目途に必要な施策を実施することを求めてい
た。これを受けて、更生保護法は、地方更生保護委員会が行う少年院からの
仮退院審理において、犯罪被害者等が意見を述べることができる仕組を導入
した。
②保護観察対象者に対する犯罪被害者等の心情伝達制度（更生保護法第65条）
犯罪被害者等から、被害に関する心情、被害者等の置かれている状況又は
保護観察対象者の生活若しくは行動に関する意見の伝達の申出があったとき
に、保護観察所の長が当該心情等を聴取し、当該保護観察対象者に伝達する
という制度である。
こうした制度の新設のほか、法務省では「しょく罪指導プログラム」を策定
し、2007年３月から全国の保護観察所において、被害者のある重大な犯罪を犯し
た保護観察対象者に対し、以下の内容の個別指導を実施している。
a．自己の犯罪行為を振り返らせ、犯した罪の重さを認識させる。
b．犯罪被害者等の実情（気持ちや置かれた立場、被害の状況など）を理解させ
る。
c．犯罪被害者等の立場で物事を考えさせ、また、犯罪被害者等に対して、謝
罪、被害弁償などの責任があることを自覚させる。
d．具体的なしょく罪計画を策定させる。
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Ⅳ おわりに…犯罪被害者のための総合的対策の必要性
以上に述べた犯罪被害者等への様々な配慮措置を少年保護司法システムにおい
て実現する方向性は、今後一層の充実が求められる。しかし、少年保護司法シス
テムは元来「非行少年の福祉（健全育成）」を目的として構築されたシステムで
ある。この本来の目的を追求しつつ、「犯罪被害者等に対する配慮」を可能な限
り実現しなければならないが、両者が衝突し、いずれか一方を優先しなければな
らないような場面が起こることは避けられない。こうした限界場面では最終的に
「非行少年の健全育成」という目的を優先せざるを得ず、その限りにおいて犯罪
被害者等に不満と失望を与えることにもなろう。
残念ながら、少年保護司法システムにおける犯罪被害者等に対する配慮には、
このようにおのずから限界があるという事実を念頭に置くべきである。その自覚
の上に立って求められることは、「犯罪被害者等の福祉」を追求する幅広い福祉
的施策の充実である。
犯罪被害者等基本法は、総合的な被害者対策の必要性を強調し（基本法第４
条・５条・６条・７条）、そのための調整・統合機関として内閣府に「犯罪被害者
等施策推進会議」を設置した（基本法24条）。そこでの検討をもとに2005年に策定
された「犯罪被害者等基本計画」では、「刑事手続（および少年保護手続）への関
与拡充への取組」と並んで、
?損害回復・経済的支援等の取組」、
?精神的・身体的被害の回復・防止への取組」、
?支援等のための体制整備等への取組」、
?国民の理解の増進と配慮・協力の確保への取組」
が重点課題として掲げられている。
少年保護司法システムに対する犯罪被害者等の不満・失望を増幅させないため
にも、「犯罪被害者等基本計画」に掲げられた犯罪被害者等の福祉を実現するた
めの広範な施策が推し進められていくことを期待したい。
早法85巻１号（2009）306
